
23年度 24年度 25年度活動見込

事業番号 ０１２２

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所運営費交付金に必要
な経費

担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成１３年度～未定 担当課室 特別支援教育課
特別支援教育課長
大山　真未

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

Ⅱ-１０　一人一人のニーズに応じた特別支援教育の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法

関係する計画、
通知等

中期目標（文部科学大臣指示）
中期計画（文部科学大臣認可）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法第３条）
特別支援教育に関する研究のうち主として実際的な研究を総合的に行い、及び特別支援教育関係職員に対する専門的、技術
的な研修を行うこと等により、特別支援教育の振興を図ることを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

政策的課題や教育現場のニーズに即応した研究活動を核として、各都道府県の指導者養成研修、臨床的研究のフィールドとな
る教育相談、研究成果等の情報普及、諸外国との研究者交流や国際貢献等の国際交流を全職員が参画して一体的に推進し、
我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして、障害のある子ども一人一人の教育的ニーズに対応した教育の実現に
貢献する。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

24年度 25年度

0 △50 0

計

補正予算 0

1,082 989

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度

0

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 1,138 883 985

執行額 1,138 1,082 939

繰越し等 0

1,138 1,082 939 883 985

業務運営の効率化：A
業務の質の向上：A
財務内容の改善：A

業務運営の効率化：A
業務の質の向上：A
財務内容の改善：A

業務運営の効率化：A
業務の質の向上：A
財務内容の改善：A

達成度

0 0

22年度

％

単位 22年度 23年度

執行率（％） 100% 100% 100%

24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（各年度）

文部科学省独立行政法人評価委員会における業務の
実績に関する評価において、中期計画通り、または中期
計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調、また
は中期目標を上回るペースで実績を上げているとされる
A評価以上の評価を得る。

成果実績

成果指標 単位 23年度

985百万円

―

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　　（22百万円／１件） 算出根拠
X（335百万円）/Y（15件）　X：研究活動の実施に係った支出額
Y：研究課題数

活動実績
（当初見
込み）

15

24年度

25年度当初予算

計 883百万円 985百万円

平
成
2
5
・
2
6

年
度
予
算
内
訳

883百万円

費　目 26年度要求 主な増減理由

独立行政法人国立特別支援教育総
合研究所運営費交付金

538 ―

23年度

単位当たり
コスト

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （文部科学省）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

研究活動
　研究課題数

21課題 27

単位 25年度活動見込

活動実績
（当初見
込み）

590

22年度 23年度 24年度

226

10件

　　　　　　　　　　（0.3百万円／1人） 算出根拠
X（164百万円）/Y（538人）　X：研修事業の実施に係った支出額
Y：研修受講者数

25年度活動見込

活動実績
（当初見
込み）

27 ―

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　　（1百万円／1件） 算出根拠
X（35百万円）/Y（27件）　X：教育相談支援の実施に係った支出額
Y：教育相談事例収集件数

22年度

8

活動指標 単位活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（1百万円／1件） 算出根拠
X（231百万円）/Y（204件）　X：情報普及の実施に係った支出額
Y：研究成果の発表数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

活動実績
（当初見
込み）

204 ―279

研修事業
　研修受講者数

教育相談支援
　教育相談事例収集件数

情報普及
　研究成果の発表数

事業の効果的、効率的な実施により縮減を図つつ、特別支援教育のナショナルセン
ターとしての役割の更なる充実を図る。

22年度

人

件

605

単位



○

○

・独立行政法人国立特別支援教育総合研究所は、我が
国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして設置
され、特別支援教育に関する実際的・総合的な研究や
特別支援教育関係職員に対する専門的、技術的な研修
を行うことで、我が国の特別支援教育の振興に資してお
り、国民のニーズが高いと考える。
・①国の特別支援教育政策立案及び施策の推進に寄与
する研究②都道府県等において特別支援教育の指導
的な役割を果たす教職員への研修③都道府県等の教
育相談機能を高めるための支援④広く国民全体への情
報普及を行うなどの業務を、国と地方の役割分担を踏ま
え事業を行っている。なお、民間等では、同等の質・量を
確保して事業を実施することは困難である。
・中期計画のミッションで「国の政策的課題や教育現場
の課題に柔軟かつ迅速に対応する業務運営を行う」こと
とし、優先度の高い①研究活動②研修事業③教育相談
支援④情報普及活動を事業として行っている。

○

○

○

評　価

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

０１３３平成24年平成22年

重
複
排
除

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成23年

備考

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

・契約については、競争性のある契約は全て一般競争
入札により実施している。また、入札公告の研究所ホー
ムページへの掲載に際しては、仕様書も併せて掲載す
ることで、契約内容が分かり易いようにし、より多くの者
が入札に参加できるよう情報提供の環境を整えている。
・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて
（平成21年11月17日閣議決定）」に基づき、契約監視委
員会を設置し、随時、契約状況に関し点検・見直しを
行っている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

受益者との負担関係は妥当であるか。

－

－

○

・文部科学大臣より指示がなされた中期目標に基づき、
中期計画を作成し、さらに、各年度毎の計画を立てるこ
とにより各事業を実施している。中期計画、年度計画と
もに着実に達成されており、活動実績も当初の見込み
通りであったと考える。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

１．事業評価の観点 ： 本事業は、国立特別支援教育総合研究所の行う業務に充てるため、運営費交付金を交付する事業であり、事業の効果
的・効率的な実施及び契約・執行手続きの観点から検証を行う。

２．所　　　　　見 ： これまで、業務運営の効率化に努めてきたことは評価できるが、引き続き事業内容を精査し、業務の効率化を行うべきであ
る。また、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

　引き続き事業の効果的、効率的な実施を図ることとし、平成26年度概算要求において▲23百万円反映するとともに、事業内容の改善を図
る。
　また、契約については、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性の確保に努める。
　なお、これらの改善を図った上で、学習上の支援機器等教材についての情報を一元的に集約・データベース化し、全国的な活用の促進を図
る。

所管府省・部局名

縮
減

外部有識者による点検対象外

・平成22年度から、委託契約の相手方が、再委託しようとする場合には、事前に再委託の相手方等について書面により提出させ、審査及び承認を行う
ものとしている。また、同研究所に設置している契約監視委員会において、契約の点検・見直しを行うことで、競争性の確保、公平性、透明性を確保して
いる。平成24年度においては、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所が行うネットワーク回線の共同調達も実施している。
・研究課題は、国の政策的課題や教育現場の課題に対応した研究に一層精選、重点化し、15課題を実施している。
・研修事業は、特別支援教育政策上や教育現場等の喫緊の課題に対応するための見直しを行い、特別支援教育コーディネーター指導者研究協議会を
平成24年度で廃止し、平成25年度から新たに就学相談・支援担当者研究協議会を開催することとしている。
・教育相談情報提供システムの充実を図り、平成24年度には提供する教育相談事例を27件追加し、合計105件となっている。
・平成24年度の研究成果の発表数は、204件となっている。また、研究成果をより分かりやすく普及するために、研究課題の成果を簡潔にまとめたサマ
リー集を刊行し、全国の市区町村教育委員会等に配布している。

事
業
の
有
効
性

○

０１５５ ０１２６

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコストの水準は妥当か。

関連する過去のレビューシートの事業番号

政策評価・独立行政法人評価委員会の「平成20年度における文部科学省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意見について
（平成21年12月9日政委第35号）」により指摘のあった再委託の把握措置について、本研究所会計細則第58条において再委託の把握措置に関する条項を定
めた。
　
・中期目標（文部科学大臣指示）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/dokuritu/chuuki/tokusyu.htm
・中期計画（文部科学大臣認可）
http://www.nise.go.jp/soumuka/shomu/unei/3chukikeikaku.pdf

項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

文 部 科 学 省
９３９百万円

Ａ．独立行政法人
国立特別支援教育総合研究所：

９４３百万円

〔交付〕

我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして、国や地方公共団体
等と連携・協力しつつ、国の政策的課題や教育現場の課題に柔軟かつ迅速
に対応する業務運営を行い、もって障害のある子ども一人一人の教育的
ニーズに対応した研究の実現に貢献する。

Ｂ．研究活動
335百万円

Ｃ．研修事業

164百万円
D.教育相談支援

35百万円
E.情報普及

231百万円

F．共通

178百万円

国の特別支援教
育政策立案及び
施策の推進に寄
与する研究や、
教育現場の喫緊
の課題に対応し
た実際的な研究
を行い、研究成
果を教育現場等
に還元すること。

都道府県等にお
いて特別支援教
育の指導的な役
割を果たす教職
員を対象に、体系
的・専門的な研修
事業を実施し、各
都道府県等にお
ける教職員の専
門性・指導力を高
める活動を支援
すること。

都道府県等の教
育相談機能を高
めるための支援を
行うこと。

特別支援教育に
関する国内外の情
報を収集し、情報
提供するとともに
理解啓発活動を
行うこと等により特
別支援教育の振
興に寄与すること。

研究所を管理
するために必
要な管理を行
うこと。

Ｂ．研究活動

Ｂ－１
研究成果報告書の
印刷業務一式
中京コピー（株）

２百万円

〔一般競争入札・請負〕

Ｃ．研修事業

平成２３年度に
実施した研究成
果報告書の印
刷

Ｃ－１
研修員宿泊棟寝
具類供給等業務
(有)澁谷ﾗﾝﾄﾞﾘｰ

３百万円

Ｃ－２
手話通訳派遣費（第２期専
門研修）
（社福）神奈川聴覚障害者
総合福祉協会
２百万円

研修の際に研
修生が宿泊す
るための寝具
供給等業務

第２期専門研修実施時
に必要となった手話通
訳者の派遣

〔一般競争入札・請負〕〔一般競争入札・請負〕

※国費投入額と総事業費との差

額は、自己収入である。



Ｅ．情報普及

Ｅ－１
電子計算機システム
一式
ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）神奈
川支店
１４百万円（各セグメ
ント毎に振分 B：５百
万円 C:２百万円 D：１
百万円 E：３百万円 F:
３百万円）

Ｅ－３
電子計算機システム
一式（図書）
ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）神
奈川支店
３百万円

E－４
視覚障害教育情報
ﾈｯﾄﾜｰｸﾒﾝﾃﾅﾝｽ
（株）キューズ
３百万円

本研究所に設置
している視覚障
害教育情報ネット
ワークの保守契
約図書検索システム

のリース契約
本研究所の電子
計算機システムの
リース契約

Ｅ－５
図書・資料の所蔵登録
作業一式

（株）紀伊国屋書店

２百万円

図書・資料の
システム登録
委託業務契約

F.共通

〔随意契約・請負〕 〔一般競争入札・請負〕 〔一般競争入札・請負〕

〔一般競争入札・請負〕 〔一般競争入札・請負〕 〔公募・請負〕〔一般競争入札・請負〕

F－２
庁舎等警備業務
国際警備(株)
４百万円

F－４
冷温水機等冷暖
房保守点検
（株）コート
２百万円

F－５
平成２３事業年度財務諸
表に関する公告
(株)横浜日経社
１百万円

F－１
電子複写機賃貸借及
び保守
富士ゼロックス(株)神
奈川営業所

２百万円

F－３
庁舎等日常清掃業務
（株）陽報
２百万円

〔一般競争入札・請負〕

夜間・休日の警備
業務

廊下、便所等の
清掃業務契約

平成２３年度財務
諸表の官報掲載
に係る契約

本研究所の電子

複写機賃貸借及

び保守

冷温水機等冷暖
房保守点検

Ｅ－２
電子計算機システム
一式

ＮＥＣキャピタルソ
リューション（株）神
奈川支店
１０百万円（各セグメ
ント毎に振分 B：３百
万円 Ｃ：２百万円 Ｄ：
１百万円 Ｅ：２百万円
Ｆ：２百万円）

本研究所の電子
計算機システムの
リース契約

〔一般競争入札・請負〕〔随意契約・請負〕
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Ａ．独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 E.情報普及

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

運営費 運営費 943 人件費 155

物品購入費

雑役務費 20

光熱水料費 7

旅費 2

その他 20

計 943 計 231

B.　研究活動 F.共通

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 256 人件費 136

物品購入費 19 雑役務費 14

旅費 18 物品購入費 8

雑役務費 13 光熱水料費 2

謝金 3 その他 18

その他 26

計 335 計 178

C.研修事業 B-1.中京コピー（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 109 研究成果報告書の印刷業務一式 2

雑役務費 14

光熱水料費 7

物品購入費 5

謝金 4

旅費 3

その他 22

計 164 計 2

D.教育相談支援 C-1.（有）澁谷ランドリー

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 30 研修員宿泊棟寝具類供給等業務 3

雑役務費 2

その他 3

計 35 計 3
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計 3 計 4

電子計算機システム一式　（図書） 3 庁舎等警備業務 4

E-3.ＮＥＣキャピタルソリューション（株）神奈川支店 F-2.国際警備（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 10 計 2

電子計算機システム一式 10 電子複写機賃貸借及び保守 2

E-2.ＮＥＣキャピタルソリューション（株）神奈川支店 F-1.富士ゼロックス（株）神奈川営業所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 14 計 2

電子計算機システム一式 14 図書・資料の所蔵登録作業一式 2

E-1.ＮＥＣキャピタルソリューション（株）神奈川支店 E-5.（株）紀伊國屋書店

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 3

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

手話通訳派遣費（第２期専門研修） 2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

C-2.（社福）神奈川聴覚障害者総合福祉協会 E-4.（株）キューズ

費　目



計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

平成２３事業年度財務諸表に関する公告 1

F-5.（株）横浜日経社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

冷温水機等冷暖房保守点検 2

F-4.（株）コート

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

庁舎等日常清掃業務 2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

F-3.（株）陽報

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
B.研究活動

C.研修活動

Ｄ.教育相談支援

E.情報普及

F.共通

-

3

落札率

1
ＮＥＣキャピタルソリューション
（株）神奈川支店

電子計算機システム一式　 14 2

落札率

2 3

2
ＮＥＣキャピタルソリューション
（株）神奈川支店

電子計算機システム一式　

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

5 （株）横浜日経社 平成２３事業年度財務諸表に関する公告 1
随意契約
（公募）

-

4 富士ゼロックス（株）神奈川営業所電子複写機賃貸借及び保守 2 3 50.4%

3 （株）陽報 庁舎等日常清掃業務 2 3 88.2%

2 （株）コート 冷温水機等冷暖房保守点検 2 2 82.9%

1 国際警備（株） 庁舎等警備業務 4 3 100%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 2

4
ＮＥＣキャピタルソリューション
（株）神奈川支店

電子計算機システム一式　（図書） 3

13 （株）キューズ

5 （株）紀伊國屋書店 図書・資料の所蔵登録作業一式

随意契約

（有）澁谷ランドリー

2
（社福）神奈川聴覚障害者総
合福祉協会

手話通訳派遣費（第２期専門研修）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 中京コピー（株） 研究成果報告書の印刷業務一式 2 9 64.8%

77.4%

99.9%

支　出　額
（百万円）

入札者数

3

2 1

10

支　出　先 業　務　概　要

-

93.3%視覚障害教育情報ﾈｯﾄﾜｰｸﾒﾝﾃﾅﾝｽ

研修員宿泊棟寝具類供給等業務

随意契約

入札者数

100%

落札率

88.1%

1 該当なし

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）


